様式第１号（第６条関係）

紀の川市若者定住促進住宅取得奨励金交付申請書

年　　月　　日

（宛先）紀の川市長

申請者　住所
氏名
電話番号

紀の川市若者定住促進住宅取得奨励金交付要綱（以下「要綱」という。）第６条の規定により、次のとおり申請します。

１　住宅の状況
	申請者（登記名義人）
	（持分比率：　　　　　）

	
	同じ持分比率の者
	□存在しない　□存在する

	住宅区分
	□一般住宅　□併用住宅　□分譲マンション

	取得区分
	□新築　　　□売買

	登記受付年月日
	年　　　月　　　日

	所在（登記番地）
	紀の川市

	床面積（合計）
	㎡（居住部分　　　　㎡、その他　　　　㎡）



２　申請日時点の申請者及び取得した住宅に居住している世帯全員の状況
　□要綱第３条第１号ただし書に該当します。
□要綱第３条第１号ただし書に該当しません。
	No.
	申請者から見た続柄
	氏名
	生年月日

	１
	本人
	
	年　　月　　日

	２
	
	
	年　　月　　日

	３
	
	
	年　　月　　日

	４
	
	
	年　　月　　日



３　転入者の状況
	□要綱第５条第１項第２号に該当します。
No.　　（転入日）　　年　　月　　日　No.　　（転入日）　　年　　月　　日
No.　　（転入日）　　年　　月　　日　No.　　（転入日）　　年　　月　　日
□要綱第５条第１項第２号に該当しません。



４　添付書類（各１部）
□取得した住宅に居住している世帯全員の住民票の写し（続柄が分かるもの）
□平面図　□建物登記簿の全部事項証明書　□納税状況等調査同意書　□誓約書
・令和２年４月１日以後に転入した者（※）が属する場合
□転入者の戸籍の附票又は住民票の除票（転入前１年間以上の住所が分かるもの）
※転入前１年間に本市の住民基本台帳に登録されていない者のみをいう
・申請者が転勤等により取得した住宅に居住することができない場合
□居住要件緩和措置申立書　□申請者の住民票の写し　□勤務地証明書
[bookmark: _GoBack]□戸籍全部事項証明書
